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１．令和８年度介護報酬改定について



介護職員等処遇改善加算の拡充

令和８年６月から、

•生産性向上や協働化に取り組む事業者に対する上乗せの加算区分を創設

• これまで加算の対象外だった居宅介護支援等に加算を創設

【要件】①又は②のどちらかを満たすこと

①キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等）、

キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等）、職場環境等要件

②令和８年度特例要件

令和８年度中の
対応の誓約で
算定可能



介護職員等処遇改善加算の拡充

キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等）

•職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件とそれに応じた賃金体系
を定めていること。

•就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての職員に周知してい
ること。

キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等）

•資質向上の目標及びａ又はｂに掲げる事項に関する具体的な計画を策定
し、研修の機会を確保、実施していること。また、それらを全ての職員に周
知していること。



介護職員等処遇改善加算の拡充

キャリアパス要件Ⅱ

• ａ：計画に沿って研修機会の提供又は技術指導を実施し、職員の能力評価
を行うこと。

• ｂ：資格取得のための支援（費用援助等）を実施すること。

職場環境等要件

•以下の区分ごとに１以上（生産性向上は２以上）の取組を行うこと。

入職促進に向けた取組 腰痛を含む心身の健康管理

資質の向上やキャリアアップに向けた支援 生産性向上のための取組

両立支援・多様な働き方の支援 やりがい・働きがいの醸成



介護職員等処遇改善加算の拡充



基準費用額（食費）の見直し



R8.8~ 補足給付（負担限度額認定）の仕組み



２．管理者に係る経過措置の終了について

令和３年３月１日時点で主任介護支援専門員でない者が管理者である居宅
介護支援事業所については、当該管理者が管理者である限り、「管理者を
主任介護支援専門員とする要件」の適用を猶予することとしている。

令和９年３月３１日で経過措置終了

•今一度、資格の確認をお願いします。

•経過措置終了後も、長期療養等やむを得ない理由がある場合のみ、猶予
期間を定めた上で管理者を介護支援専門員とすることは可能です。



３．ケアプラン点検について

【ケアプラン点検の目的】

「自立支援」に資する適切なケアプランとなっているかを、

介護支援専門員とともに検証確認しながら、

「自立支援に資するケアマネジメント」とは何かを追求し、

その普遍化を図り健全なる給付の実施を支援するため。



令和８年度のケアプラン点検の予定

•対象事業所 ６事業所

•日程 １０月～１２月

•選定事例 ①事業所からの事例（困難事案を抱えているプラン等）

②市からの事例（給付率が高いプラン等）

•参加者

管理者 担当の介護支援専門員

市職員 包括主任ケアマネ



ケアプラン点検の流れ



４．ハラスメント防止について

令和８年１０月１日からハラスメント対策が強化されます。

令和７年６月１１日に労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安
定及び職業生活の充実等に関する法律等の一部を改正する法律（令和７年
法律第６３号）が公布されました。

本改正により、カスタマーハラスメントや求職者等に対するセクシュアルハ
ラスメント（いわゆる「求職者等セクハラ」）の防止措置が事業主の義務とな
ります（令和８年１０月１日施行）。

詳しくは厚生労働省ホームページをご確認ください。

職場におけるハラスメントの防止のために（セクシュアルハラスメント/妊娠・
出産等、育児・介護休業等に関するハラスメント/パワーハラスメント｜厚生
労働省



５．令和８年度運営指導の方針について

指導の目的・・・
「サービスの質の確保」
「保険給付の適正化」



令和７年度の指導の実績

【集団指導】

事業所数：１０３事業所

参加人数：１１７名

【運営指導】

地域密着型通所介護：４事業所

グループホーム：５事業所

居宅介護支援：４事業所

総合事業：１７事業所



令和８年度の指導の予定

サービス種別 予定数 実施時期

地域密着型サービス ８事業所 ８月～１月

居宅介護支援 ６事業所 １０月～１２月

総合事業（※） １０～２０事業所 ５月～２月頃

※通所介護や訪問介護と合わせて一体的に運営している事業所については、岐阜
県との合同指導となります。



５．運営指導における主な指摘事項

• 記載内容を運営規程や実態と一致させること。

• 「事故発生時の対応」について記載すること。

• 重要事項を見やすい場所に掲示し（又は事業所に備え付け）、
ウェブサイトへ掲載すること。

重要事項説明書に関すること

• 「虐待防止のための措置」に関する事項を追加すること。

• 変更があった場合は、変更から１０日以内に届け出ること。

運営規程に関すること



５．運営指導における主な指摘事項

• 欠席したサービス担当者に対する照会内容についての記録を
残すこと。

サービス担当者会議に関すること

• モニタリングを行った際は、その結果について記録を残すこと。

モニタリングに関すること



参考

•令和６年度介護報酬改定について｜厚生労働省

•令和８年度介護報酬改定について｜厚生労働省

•ケアプラン点検について ｜厚生労働省

•職場におけるハラスメントの防止のために（セクシュアルハラスメント/妊
娠・出産等、育児・介護休業等に関するハラスメント/パワーハラスメント｜
厚生労働省


